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いじめや不登校に関わる不適応の類型化

原田宗忠（愛知教育大学大学院） 中井大介（愛知教育大学）
○黒川雅幸（愛知教育大学）

キーワード：いじめ被害経験，いじめ加害経験，登校嫌悪感

目 的

本研究の目的は，いじめ被害経験やいじめ加害経験，

登校嫌悪感といった外的な不適応と否定的な自己評価

やストレス反応といった内的な不適応の類型化を図っ

たうえで，縦断的な調査により，子どもたちの変化に

ついて明らかにすることが目的である。

方 法

調査対象者 小学校 ， 年生 名（男子 名，女

子 名），中学校 ～ 年生 名（男子 名，女

子 名）の計 名であった。

調査時期 年および 年の 月 月において

調査を実施した。 年に実施した調査は 年に

回答した児童・生徒のうち， 名が回答した。

倫理的配慮 著者らの所属する大学の研究倫理委員会

の審査を受けた。また，児童・生徒の心理的負担やフ

ォローを検討するために，教頭や学年主任，養護教諭

等と会議を重ねた後に，各調査校の校長から実施の許

可を得た。各学校の判断に基づき，保護者への説明も

文書にて行い，同意を得た。さらに，実施時には，児

童・生徒に対しても説明を行った。調査実施後の児童・

生徒については各担任が注意深く見守り，気になる児

童・生徒に関しては担任と第一発表者が協力してフォ

ローしていくことにした。

質問紙の構成

登校嫌悪感傾向 渡辺・小石 の登校回避感

情測定尺度のうち，登校嫌悪感傾向因子に高い負荷を

示した 項目を用いた。

いじめの被害経験と加害経験 岡安・高山

で用いられているいじめ加害経験といじめ被害経験に

関するそれぞれ 項目を使用した。

短縮版自己評価感情尺度 原田 の作成し

た尺度を用いた。 項目であった。

ストレス反応尺度 岡安・嶋田・坂野 の中

学生用ストレス反応尺度のうち，不機嫌・怒り感情，

身体的反応，抑うつ・不安感情，無気力的認知・思考

から 項目ずつ計 項目を用いた。

結 果

年のデータを用いて，外的不適応としてのいじ

め被害経験，いじめの加害経験，登校嫌悪感傾向の

変数で階層的クラスター分析を行った。その結果，い

ずれも得点が低い低群，登校嫌悪感傾向のみが高い登

校嫌悪感高群，いじめ被害を中心に全般的に高い高群

への 分類が適当であった。また，内的不適応として

の否定的な自己評価感情とストレス反応の つの因子

の尺度得点で階層的クラスター分析を行った。その結

果，いずれも得点が低い低群といずれも得点が高い高

群の 分類に分けるのが適当であった。類型化による

人数をクロス集計した（ ）。

内的不適応と外的不適応による類型化

外的不適応 低群 登校嫌悪感高群 高群 計

内的不適応

低群

高群

計

年のデータを用いて，類型化された分類によっ

て各尺度に差がみられるかを検討した。内的不適応に

関しては，低群と高群で差があるかを平均値差の検定

（ 検定）で検討したところ，いずれも高群の方が低

群よりも高い結果が得られた（ ）。

類型化による 年後の否定的な自己評価感

情とストレス反応の得点

低群 高群 値

自己基準 否定的自己評価 ＊＊

社会基準 否定的自己評価 ＊＊

不機嫌・怒り ＊＊

身体的反応 ＊＊

抑うつ・不安 ＊＊

無気力的認知 ＊＊

＊＊

外的不適応に関しては，低群，登校嫌悪感高群， 高

群で差がみられるかを一要因多変量分散分析で検討し

た（ ）。多重比較の結果， 年の登校嫌悪感

傾向は登校嫌悪感高群と高群が低群より高く，いじめ

被害経験やいじめ加害経験は高群が登校嫌悪感高群や

低群よりも高く， 学年進級しても傾向は同じであっ

た。最後に， 年のデータから 年のデータの

差得点を算出し，それらの値について学年による差の

検討を行ったところ，登校嫌悪感傾向においてのみ有

意な差がみられ（ ）， 年時の 年生の変化

量（ ）が 年生（ ）や 年生（ ）よりも

有意に高かった。

類型化による 年後の登校嫌悪感傾向と

いじめ被害経験，いじめ加害経験の得点

低群 嫌悪感高群 高群 値

登校嫌悪感傾向 ＊＊

いじめ被害経験 ＊＊

いじめ加害経験 ＊＊

＊＊
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教員を対象としたいじめ予防・対応に関する研修の効果の検討
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問題と目的

学校では深刻ないじめの発生が続いている。 年

にいじめ防止対策推進法が公布され，いじめの防止及

びいじめの対応における，学校の役割，教員の役割が

強調されている。いじめの予防や対応を学校で積極的

に行っていくためには，教員のいじめに対応する自信

（いじめ対応効力感）を高めることが欠かせない。海

外では，教員のいじめ対応効力感に関する研究がいく

つか見られ（ ；

），測定する尺度も作成されている。

本研究では，このいじめ対応効力感を高めるための教

員研修を行い，その効果を検討することを目的とする。

方 法

調査協力者 第 著者が所属する大学の公開講座で

時間の研修を実施した。参加者は 名，属性は教員

名，学校事務員 名，大学院生 名であった（男性

名，女性 名，無記名 名）。

実施時期 年 月

プログラムの内容 各 分で実施した。

１．いじめに関する基本的知識

２．いじめへの学校全体の対応（管理職の視点）

３．いじめへの個別の対応（ピアメディエーション）

４．いじめへの学級・学校の対応（ ）

調査内容 事前アンケートでは１～３，事後は２，３

を実施した。アンケートは無記名で実施した。

１．いじめに関する学習機会 項目。

２．いじめ予防・対応に関連する知識 攻撃の分類，

攻撃の機能，ネットいじめ，援助要請，ピアメディエ

ーション， に関する知識を尋ねる項目を独自に作

成し， 件法で尋ねた。

３．いじめ対応効力感を測定する項目 前述の

が作成した尺度を著者に許

可をとりバックトランスレーションを行い，実施した。

項目 件法。

結 果

１．いじめの研修機会について

研修の機会については，「学校で配られる配布資

料」 名，「教職課程中に学習した」 名，「教員にな

ってから校内研修及び教育委員会主催の研修会で学習

した」 名，「他機関の研修会等に参加した」 名，

「その他」 名であった。

２．いじめに関する知識への効果

いじめに関する知識の事前事後得点のｔ検定の結

果，「ネットいじめ」に関する知識を除いて，いずれ

も有意な得点の上昇が見られた（ ～ ，

）（ ）。

３．いじめ対応効力感への効果

いじめ対応効力感のｔ検定の結果を １に示

す。いずれも有意な得点の上昇が見られた（

～ ， ）が，効果量を見ると被害児童生徒

のサポートと傍観者への働きかけは ～ 台と他

よりも低い傾向が見られた。

考 察

いじめ知識・いじめ対応効力感の得点の変化から，

今回行った研修が教員のいじめ知識・いじめ対応効力

感の上昇に寄与したことが示された。教員は第一線で

いじめの予防・対応に関わることが求められる一方で，

研修の機会は学校での配布資料や校内研修・教育委員

会主催の研修に限られている。教員のいじめに関する

知識・いじめ対応効力感を高める研修の普及が今後の

課題である。

付 記

本研究は，日本学術振興会科学研究費補助金（基

盤研究 ，課題番号 ）の助成を受けている。

平均 平均

攻撃分類

攻撃機能

ネットいじめ

援助要請

ピアメディケーション

１．被害児童生徒のサポート

２．傍観者の責任を話す

３．傍観者の積極的介入を促す

４．被害児童生徒との話し合い

５．被害児童生徒の保護者との取り組み

６．加害児童生徒の保護者との取り組み

７．加害児童生徒との話し合い

８．加害児童生徒への介入

９．ソーシャルメディア上のいじめへの対応

10．ネットいじめの被害者へのサポート

効力感１～10合計

値

Table 1　研修前後における項目ごとの平均値、標準偏差および 検定の結果

事前 事後
効果量
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